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セスにおいて重要な役割を果たしている。近年、情報通信技術の発展や輸送費用の低下によって、国境を越えて生産・販売活動を行う企業が増え こうした企業活動の国際化が東アジア 経済統合の進展を促進し また直接投資の増加を背景として、投資ルールの整備を目的と た政府間の取り組みも 発になっている。　
本稿では、東アジアにおける直



































































1997 2007 成長率（％） 1997 2007 成長率（％） 1997 2007 成長率（％）
アジア 3,920 5,757 46.9 143.2 297.0 107.3 17.99 49.25 173.8
　　中　国 1,055 2,485 135.5 36.8 130.3 253.8 1.85 16.19 773.7
　　ASEAN4 1,494 1,760 17.8 74.0 111.9 51.4 7.65 19.45 154.3
　　NIEs4 1,206 1,187 － 1.6 25.1 30.8 22.8 7.83 10.64 35.8
北　米 1,329 1,265 － 4.8 47.1 45.9 － 2.6 21.09 35.18 66.8
　　アメリカ 1,225 1,178 － 3.8 44.7 43.2 － 3.5 19.81 32.13 62.2
中南米 262 253 － 3.4 12.8 15.8 22.9 2.19 4.07 86.4
中　東 18 15 － 16.7 0.3 0.3 7.2 0.14 0.40 195.7
ヨーロッパ 868 877 1.0 23.5 32.1 36.5 9.55 18.98 98.8
　　E　U 818 841 2.8 22.2 30.5 37.1 9.10 18.23 100.3
オセアニア 127 106 － 16.5 3.0 1.8 － 37.7 0.99 2.07 110.2
アフリカ 31 45 45.2 1.7 2.4 41.1 0.14 1.09 649.7
全地域 6,555 8,318 26.9 231.6 395.2 70.7 52.07 111.04 113.2

























































































































ルールの代表例であり、直接投資に関する基本的な制度である。その目的は、政府の非合理的な強制収用から外資企業 投資を保護することや、投資先 や企業との間の商業的な紛争処理や仲裁の方法を定めることである。二国間資協定は、海外で投資を行う自国企業を政府レベルで保護す ために、投 母国の政府が主要な受け入れ国と結んできていることに特徴がある。逆に、直接投資がほとんどない国同士で二国間投資協定を結ぶ利点は大きくないといえる。また、外資企業に対する規制を緩和して投資自由化を進めることは二次的な目的であったが、近年は投資自由化に焦点が当てられるようになってきている。　
東アジアにおける二国間投資協




































は、増加しつつあった直接投資に対して各国政府が投資ルールの整備に動きだしたことを意味している。次に日本を見てみると、中国と一九八八年に投資協定を調印して翌年の一九八九年に施行 ている。香港とは一九九七年に調印・施行が行われ、韓国とは二〇〇二年に調印し 二〇〇三年 施行している。近年になる 、カンボジアと二〇〇七年に調印しており、またラオスとは二〇〇八年に調印している。　
次に、複数国の政府が交渉して
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国　名 ブルネイ 中　国 香　港 インドネシア 日　本 カンボジア 韓　国 ラオス ミャンマー マレーシア フィリピン シンガポール タ　イ ベトナム
ブルネイ 2000 2000
中　国 1994 1988 1996 2007 1993 1988 1992 1985 1985 1992
香　港 1997 1997 2005
インドネシア 1995 1999 1991 1994 1994 2001 2005 1998 1991
日　本 1989 1997 2007 2002 2008 2003
カンボジア 2000 2008 1997 2008 1994 2000 1996 1995 2001
韓　国 2003 2007 1997 1994 2003 1997 1996 1988 1994 1989 2003
ラオス 1993 1995 2009 1996 2003 1992 1997 1990 1996
ミャンマー 2002 1994 1998 2008 2000
マレーシア 1990 1994 1989 1992
フィリピン 1995 1996 1998 1995 1992
シンガポール 1986 2006 2000 2009 1998 1992
タ　イ 1985 2006 1998 1997 1989 1990 1996 1991
ベトナム 1993 1994 2004 2004 1996 1992 1993 1992 1992
（出所）国際連合貿易開発会議『投資協定オンラインデータベース』（2011 年 10 月 20 日ダウンロード）。
東アジア統合と海外直接投資  
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東アジアはまだまだ多くの課題を抱えている。製造業では外 所有の規制撤廃など投資自由化が比較的進んでいるが、金融や保険、輸送や流通といったサービス産 において外資所有の規制 が多くの国で残されている。サービス業の直接投資を今後活発化させてくためには、ＦＴＡなどの通商協定で自由化を進め いくこ が望ましい。（た
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